
独立行政法人日本原子力研究開発機構の中期目標対照表（該当箇所のみ） 

 

中  期  目  標（変更前） 中  期  目  標（変更案） 

Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項 

 

4. 業務・人員の合理化、効率化 

機構の行う業務について既存事業の効率化を進め、独立行政法人

会計基準に基づく一般管理費(公租公課を除く。) について、平成

16 年度 (2004 年度) の日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発

機構の合計額に比べ中期目標期間中にその 15％以上を削減するほ

か、その他の事業費 (外部資金で実施する事業費を除く。) につい

て、中期目標期間中、毎事業年度につき 1％以上の効率化を図る。

 

 

 

 

また、業務の効率化、事業の見直し及び効率的運営により要員の

効率的配置を行うとともに、日本原子力研究所及び核燃料サイクル

開発機構の情報システムを一元化し、情報伝達の迅速化、業務の効

率化を図る。また、外部資金で実施する事業費についても効率化を

図る。 

Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項 

 

4. 業務・人員の合理化、効率化 

機構の行う業務について既存事業の効率化を進め、独立行政法人

会計基準に基づく一般管理費(公租公課を除く。) について、平成

16年度 (2004 年度) の日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発

機構の合計額に比べ中期目標期間中にその 15％以上を削減するほ

か、その他の事業費 (外部資金で実施する事業費を除く。) につ

いて、中期目標期間中、毎事業年度につき 1％以上の効率化を図る。

なお、「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月閣議決定）を踏ま

え、平成 18 年度以降の５年間で国家公務員に準じた人件費削減を

行うとともに、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革

を踏まえた給与体系の見直しを図る。 

また、業務の効率化、事業の見直し及び効率的運営により要員の

効率的配置を行うとともに、日本原子力研究所及び核燃料サイクル

開発機構の情報システムを一元化し、情報伝達の迅速化、業務の効

率化を図る。また、外部資金で実施する事業費についても効率化を

図る。 

 

参考１ 



行政改革の重要方針（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）抄 

 

４ 総人件費改革の実行計画等 

（１）総人件費改革の実行計画 

  ウ その他の公的部門の見直し 

① 独立行政法人及び国立大学法人法に基づく法人 
(ｱ) 主務大臣は、国家公務員の定員の純減目標（今後５年間で５％以上の

純減）及び給与構造改革を踏まえ、独立行政法人及び国立大学法人法に

基づく法人について、各法人ごとに、国家公務員に準じた人件費削減の

取組を行うことを中期目標において示すこととする。 

(ｲ) 各法人は、中期目標に従い、今後５年間で５％以上の人件費（注）の

削減を行うことを基本とする（日本司法支援センター及び沖縄科学技術

研究基盤整備機構を除く。）。これに加え、役職員の給与に関し、国家

公務員の給与構造改革を踏まえた見直しに取り組むものとする。 

 各法人の長は、これらの取組を含む中期計画をできる限り早期に策定

し、主務大臣は、中期計画における削減目標の設定状況や事後評価等を

通じた削減の進捗状況等を的確に把握するものとする。 

（注）今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く。 

(ｳ) 上記の(ｲ)の取組を踏まえ運営費交付金等を抑制する。 

(ｴ) 各省庁の独立行政法人評価委員会及び国立大学法人評価委員会は、各

法人の人件費削減の取組状況や国家公務員の水準を上回る法人の給与

水準の適切性等に関し厳格な事後評価を実施するとともに、総務省の政

策評価・独立行政法人評価委員会においても２次評価を行うこととし、

これらの結果を公表する。  

 

② 特殊法人及び認可法人（注１） 
(ｱ) 主務大臣は、国家公務員の定員の純減目標（今後５年間で５％以上の

純減）及び給与構造改革を踏まえ、各法人ごとに、国家公務員に準じた

人件費削減の取組を行うことを要請する。 

(ｲ) 各法人の人件費削減の取組は、主務大臣の要請を踏まえ、今後５年間

で５％以上の人員の純減又は人件費（注２）の削減を行うことを基本と

する。これに加え、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革を

踏まえた見直しに取り組むものとする。また、各法人の長は、これらの

内容について人件費削減計画の策定に取り組むものとする。 

(ｳ) 主務大臣は、法人の予算の認可等に当たり、これらの取組が適切にな

されているかどうかを厳正に審査する。また、上記(ｲ)の取組を踏まえ、

各法人に対する補助金等を抑制する。 

(ｴ) 各法人及び主務大臣は、各法人の給与水準について、国家公務員との

比較（ラスパイレス指数）の公表を行うとともに、内閣官房において取

りまとめ公表する。 

参考２ 



（注１）対象法人は、特殊法人等整理合理化計画の対象とされた法人か

ら、同計画に沿って廃止、民営化等及び独立行政法人化のための措置が

講じられた法人、共済組合類型の法人として整理された法人、日本放送

協会、日本赤十字社並びに特殊会社を除き、放送大学学園及び銀行等保

有株式取得機構を加えたもの（ただし、住宅金融公庫にあっては平成19

年３月31日までの間は対象とする。）。 

（注２）今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く。 

 

③ 公益法人等 
 主務大臣は、「国と特に密接な関係を持つ公益法人」（「公務員制度改

革大綱に基づく措置について」（平成14年３月29日公益法人等の指導監督

等に関する関係閣僚会議幹事会申合せ））に対して、同申合せにおける常

勤の役員の報酬・退職金等に係る措置に準じて、各法人において職員の給

与水準を点検し、必要に応じ見直しを行うよう要請する。 

 また、主務大臣は、「特別の法律により設立される民間法人」（臨時行

政調査会最終答申（昭和58年３月14日）における「自立化の原則」にのっ

とって民間法人化した法人及び特殊法人等整理合理化計画に沿って民間法

人化した法人をいう（士業団体、事業者団体中央会、株式会社及び農林中

央金庫を除く。）。）に対して、「特別の法律により設立される民間法人

の運営に関する指導監督基準」（平成14年４月26日閣議決定）における役

員の報酬等に係る措置に準じて、各法人において職員の給与水準を点検し、

必要に応じ見直しを行うよう要請する。 

 

イ 給与制度改革等 

① 国家公務員給与 

 横並び・年功序列の公務員給与制度を抜本的に改革し、職務分類による

きめ細かな官民比較と職階差の大幅な拡大により真に職務と職責に応じた

給与体系に移行するとともに、官民比較方法を更に見直すことにより、民

間準拠をより徹底し、メリハリの効いた人件費削減を図る。 

 以下の事項について、人事院において早急に必要な検討を行い、来年の

人事院勧告から順次反映させるよう要請する。来年からの人事院勧告につ

いて、政府として速やかに取扱いを検討し、所要の措置を行う。また、政

府としても厳しい財政状況を踏まえ給与制度改革に向け全力で取り組む。 

(ｱ)  本年の人事院勧告に基づく給与構造改革の実施 

 本年の人事院勧告に基づく給与構造改革を着実に推進し、地域の民

間賃金の的確な反映、年功的な給与上昇の抑制、勤務実績の給与への

反映拡大等を図る。また、評価の仕組みと処遇の在り方の見直しを進

め、能力・実績主義の人事制度の整備を推進する。 


